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交流・移住人口の拡大等
・移住・交流情報に関する情報提供
・都市農村交流
・二地域居住の推進
・地元の大学で学び・就職する若者の応援
・地方への人材還流の推進
・企業の地方拠点強化の支援、政府関係機関の地方移転 等

情報通信技術の活用によるサービスの提供
・行政サービスの簡素化・効率化・オンライン化
・医療・介護サービスの遠隔サポート 等

グローバル・ネットワーク・地域資源の活用
・日本版ＤＭＯ
・外国人観光客のニーズの把握等
・地域商社機能を核とする地域産品市場の拡大
・日本型イノベーション・エコシステム
・サービス産業の生産性向上 等

コンパクトシティの形成等
・コンパクトシティ
・小さな拠点・地域運営組織
・公共インフラの整備 等

広域連携施策の活用・展開
・広域連携施策の枠組みの活用
・連携中枢都市圏の圏域形成
・定住自立圏の圏域形成 等
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人口減少問題



１．人口減少・少子高齢化関係
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日本の将来人口動向

n 今後人口減少が加速度的に進行する見込み。2020年代初めは年60万人、2030年代は年90万人の減少。

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

総人口 12,806万人 12,410万人 11,662万人 10,728万人 9,708万人

老年人口
（65歳以上）

2,948万人
23.0％

3,612万人
29.1％

3,685万人
31.6％

3,868万人
36.1％

3,768万人
38.8％

生産年齢人口
（15～64歳）

8,174万人 7,341万人 6,773万人 5,787万人 5,001万人

年少人口
（～14歳）

1,684万人 1,457万人 1,204万人 1,073万人 939万人

将来推計人口 【中位推計－合計特殊出生率1.35】



地域によって異なる将来人口動向

n 地域によって人口の「減少段階」は大きく異なる。東京圏や大都市などは「第１段階」にあるのに対して、地
方はすでに「第２・３段階」になっている。
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都道府県別で見た人口減少

n ２０３０年にかけて、都市部の高齢者人口（６５歳以上人口）が増加し、東京都（＋８２万人）、神奈川県（＋７
３万人）、埼玉県（＋５５万人）、大阪府（＋４９万人）、愛知県（＋４９万人）などで増加が多い。

n 他方、人口減少率は地方部において大きく、秋田県（▲２４％）、青森県（▲２１％）、山形県（▲１９％）、岩
手県（▲１９％）、島根県（▲１８％）の順に減少が目立っている。

6出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」より作成



都道府県人口一人あたり純移出の現状と先行き

n 2013年度には、東京都、愛知県、大阪府といった18の都府県で純移出が黒字（需要＜供給）であったが、人
口要因だけを変化させた2030年度には、9都府県を除いた38道府県で赤字（需要＞供給）になる見込みで
あり、これは地域間で所得の格差が拡大することを示唆している。

出所：「地域の経済2016」（内閣府）
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東京圏への転入超過①

n 東日本大震災後に東京圏への転入超過数は減少したが、2013年は震災前の水準を上回っており、その後
も東京圏への転入は拡大している。
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東京圏への転入超過②

n 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大学進学時の転入
が考えられる。
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（２０１５年）

出所：まち・ひと・しごと創生会議第９回（28年５月20日）
増田博也氏提出資料 10



東京圏への転入超過数上位６９団体、自然増減率、社会増減率

出所：まち・ひと・しごと創生会議第９回（28
年５月20日）増田博也氏提出資料 11



「消滅可能性自治体」民間推計

n 人口移動が収束（縮小）しないと仮定した場合の推計によると、20～39歳女性人口が2010年から2040年に
かけて半分以下になる自治体の割合は49.8％。
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地域別人口増減の国際比較

n 日本やドイツでは、大都市の人口が増加し、地方の人口が減少している。
n 一方、アメリカやイギリスでは、大都市の人口が減少し、地方の人口が増加している。
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